
第  号議 案

神戸 市立自然の家条例の一部を改正する条例 の件  

神戸市立自然の家条例の一部を改正する条 例を次のように制 定する。

令和５年９ 月14日

神戸市長 久   元  喜   造

神戸市立自然の家条例の一部を改正する条例

神戸市立自然の家条例（昭和48年３月条 例第70号） の一部を次の ように改正す

る。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線 又は太線の表 示部分（以 下第１号及び

第２号において「改正部分」という。） 及び改正 後の欄 に掲げる規定 の下線 又は

太線の表示部分（以下第１号及び第３号 において 「改正 後部分」とい う。） につ

いては、次 のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する 改正後部分が 存在するときは、当該改正

部分を当該 改正後部分に改める 。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分 を削る。

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後 部分を加える。

改正後 改正前

（施設） （施設）

第３条の２ ［ 略］ 第３条の２ ［略］

２ 自然の家 の 管理につい て地 方自治

法（昭和22年法律第67号）第 244条の

２第３ 項の規 定 によ る市 長の 指定を

受けたもの（以下「指定管理者」とい

う。）は、必 要があると認めるときは、

前項の 施設に つ いて 宿泊 を伴 わない

使用をさせることができる。  

２ 市長 は、特に必要があ ると認め る

ときは 、前項 の施設に つ いて 宿泊を

伴 わ な い 使 用 を さ せ る こ と が で き

る。  

（使用の許可）  （使用の 許可）

第 ４ 条  施 設 を 使 用 し よ う と す る 者 第 ４条 施設又 はその附 属 設備 を使用
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は、指 定管理 者の許可を 受け なけれ

ばならない。  

しよう とする 者は、規 則 で定 めると

ころに より、 市長 の許 可 を受けなけ

ればならない。  

２  指定管理 者 は、前項の 許可 に自然

の 家 の 管 理 運 営 上 必 要 な 条 件 を 付

し、又 はこれ を 変更 する こと ができ

る。 

 

３  指定管理 者 は、次 の各 号の い ずれ

かに該 当する と きは 、第 １項 の許可

をしてはならない。  

２  次の 各号のいずれか に 該当す ると

きは、市長は、使用 を許可しな い。  

 (1) ［略］  (1) ［略］  

 (2) 施設を損傷するおそれがあると

認められるとき。 

 (2) 施設又はその附属設備を 損傷す

る お そ れ が あ る と 認 め ら れ る と

き。  

 (3) 自然の家の管理運営上支障があ

ると認められるとき。  

 (3) 管理上支障があると認められる

とき。  

 (4) 前３号に掲げるもののほか、 指

定管 理者 が そ の使 用を 不適 当と認

めるとき。  

 (4) 前３号に掲げるもののほか、市

長がその使 用を 不適 当 と認 めると

き。  

（使用期間）   

第 ６条  施設 は 、引 き続き ７日 を超え

る独占 的な使 用 をす るこ とは できな

い。ただし、指定管理者が特別の理由

がある と認め る とき は、 この 限りで

ない。  

 

（行為の禁止）   

第 ７条  何人 も 、自 然の家 の管 理運営

上支障 がある 行 為で 規則 で定 めるも
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のをしてはならない。  

（許可の取消し等）   （許可の 取消し等）  

第 ８条  指定 管 理者 は、使 用者 が次の

各号の いずれ か に該 当す ると きは、

使用の 許可を 取 り消 し、 使用 を停止

し、又 は使用 を 制限 する こと ができ

る。 

第 ６条  使用者が次の各 号 のいずれ か

に該当 すると きは、使 用 の許 可を取

り消し、使用 を停止し、又は使用を制

限することができる 。 

 

(1) この条例若しくはこれに基づく

規則 又は こ れ らに 基づく指 示 に違

反したとき。  

(1) この条例又はこれに基づく規則

に違反したとき。  

(2) ［略］  (2) ［略］  

(3) 第４条第３項各号のいずれかに

該当するに至ったとき。  

(3) 前２号に掲げるもののほか、市

長が必要があると認めるとき。  

２  指定管理 者 は、次の各 号の いずれ

かに該当するときは、使用者に対し、

前項に 規定す る 処分 をす るこ とがで

きる。  

 

(1) 自然の家の管理運営上やむを得

ない必要が生じたとき。  

 

(2) 前号に掲げるもののほか、公益

上 や む を 得 な い 必 要 が 生 じ た と

き。  

 

（利用料金）   （使用料 ） 

第 ９条  指定 管 理者 に施設 の利 用 に係

る料金（以下「利用料金」という。）

を指定 管理者 の 収入 とし て収 受させ

る。 

第 ７条  使用者は、別表 に 定める額 の

使用料を前納しなけ ればならない。  
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２  使用者は 、 別表に定め る額 の範囲

内にお いてあ ら かじ め市 長の 承認を

得て指 定管理 者 が定 める 額の 利用料

金を指 定管理 者 に支 払わ なけ ればな

らない。 

 

３  市長は、前項の 承認をした ときは、

その旨 及び当 該 利用 料金 の額 を告示

するも のとす る 。別表第 ２号 に規定

する繁 忙日を 承 認し たと きも 、同様

とする。 

 

４  指定管理 者 は、市長の 承認 を得て

定める 基準に よ り、 利用 料金 の全部

若しく は一部 を 返還 し、 又は 利用料

金を減 額し、 若 しく は免 除す ること

ができる。 

 

５  市長は、 必 要があると 認め る とき

は、指 定管理 者 から 利用 料金 の一部

を納付 金とし て 徴収 する こと ができ

る。 

 

 （使用料の減免及び 後納）  

 第 ８条  市長は、特別の 理 由がある と

認めるときは、使用料を減額し、若し

くは免 除し、 又は後納 さ せる ことが

できる。  

 （使用料の返還） 

 第９条 既 納の使用料は、返還しない。

ただし 、市長 が特別の 理 由が あると

認めるときは、この 限りでない。  
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（原状回復の義務）   

第 10条  使 用者 は、 施設の 使用 を終了

したと き、又 は 第８ 条第 １項 若しく

は第２ 項の許 可を取り消 され たとき

は、直 ちに施 設 を原 状に 回復 しなけ

ればならない。  

 

２  指定管理 者 は、使用者 が前 項の義

務を履 行しな い とき は、 その 原状回

復に必 要な措 置 をと るべ きこ とを 命

ずることができる。  

 

（損害賠償等）  （損害賠償等） 

第 11条  使用者は、その利用に際し、自

己の責 めに帰 す べき 理由 によ り、施

設を汚損し、損傷し、又は滅 失したと

きは、これを原状に回復し、又は その

損害を賠償しなければならない。  

第 10条  使用者は、その利用に際し、自

己の責 めに帰 すべき理 由 によ り、施

設又は その附 属設備を 損 傷し 、又は

滅失し たとき は、これ を 原状 に回復

し、又 はその 損害を賠 償 しな ければ

ならない。  

（指定管理者の指定等）  （指定管理者の指定 等）  

第 12条  市長 は 、次 に掲げ る自 然の家

の管理 に関す る 業務 を指 定管 理者 に

行わせることができる。  

第 11条  市長は、次に掲 げ る自然 の家

の管理 に関す る業務を 自 然の 家の管

理につ いて地 方自治法 （ 昭和 22年法

律第67号）第 244条の２第３項の規定

による 市長の 指定を受 け たも の（以

下「指定 管理者」という。）に 行わせ

ることができる。 

(1)、 (2) ［ 略］ (1)、 (2) ［略］  

 (3) 自然の家の使用 料の徴収、減額、

免除及び返還に関する業務  
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(3) ［略］ (4) ［略］  

(4) 前３号に掲げるものの ほか、市

長が定める業務  

(5) 前各号に掲げるもののほか、市

長が定める業務  

２  指定管理 者 の指定を受 けよ うとす

る法人 その他 の団体は、 事業 計画書

その他 規則で 定 める 書類 を市 長に提

出しなければならない。  

 

３  市長は、 自 然の 家の設 置の 目的を

最も効 果的に 達 成す るこ とが できる

と認め られる も のを 指定 管理 者とし

て指定するものとする。  

 

４  ［略］ ２  ［略］  

 ３  指定 管理者に第１項 の 業務を 行わ

せてい る場合 における 第 ３条 の２第

２項、第４条 第１項及び第２項、第６

条第３ 号、第 ８条並び に 第９ 条の規

定の適 用につ いては、 こ れら の規定

中「市長 」とあるのは、「第11条第１

項に規定する指定管 理者」とする。  

第 13条  ［略］  第 12条  ［略］ 

附  則  附  則  

１  ［略］ １  ［略］  

（指定 管理者 不 在等 期間 にお ける自

然の家の管理に関する業務）  

２  市長が指 定 管理者の指 定を 取り消

し、指定管理者が解散し、その他指定

管理者 がいな く なっ た場 合又 は市長

が指定 管理者 の 業務 の停 止を 命じた

（条例の廃止）  

 

２  神戸 市立六甲山ユー ス センタ ー条

例（昭 和 37年３月条例 第 38号。以下

「旧条例」と いう。）は、廃止する。 
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場合は、その時（以下「指定管理者不

在等開始時」という。）からその直後

に指定 管理者 を 指定 し、 又は 当該停

止の期 間が終 了 する 時ま での 間（以

下「指定管理 者不在等期間」という。）

における第３条の２第２項、第４条、

第６条 、第８ 条 及び 第 10条第 ２項の

規定の 適用に つ いて は、 第３ 条の２

第２項 中「自 然 の家 の管 理に ついて

地方自治法（昭和22年法律第67号）第

244条 の ２ 第３ 項 の 規 定 に よ る 市 長

の指定を受けたもの（以下「 指定管理

者」という。）」とあるのは「市長」

と、第４条、第６条、第８条及び第  

10条第２項中「指定管理者」とあるの

は「市長」とする。  

（指定管理者不在等期間の使用料） 

３  市長は、 指 定管理者不 在等 期間に

おいて は、指 定 管理 者不 在等 開始時

の直前 の第９ 条 第３ 項の 承認 に係る

利用料 金の額 を 使用 料と して 、使用

者から徴収することができる。  

（経過措置） 

３  この 条例の施行前に 、 旧条例 の規

定によ り使用 許可した 者 に係 る使用

料その 他使用 に関し必 要 な事 項は、

前項の 規定に かかわら ず 、な お従前

の例による。 

４  前項の使 用 料は、指定 管理 者不在

等開始 時の直 前 の第 ９条 第４ 項の基

準 に よ り 全 部 若 し く は 一 部 を 返 還

し、又 は減額 若 しく は免 除を するこ

とができる。  

 

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線 又は太線の表 示部分（以 下第１号及び
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第２号において「改正部分」という。） 及び改正 後の欄 に掲げる規定 の下線 又は

太線の表示部分（以下第１号及び第３号 において 「改正 後部分」とい う。） につ

いては、次 のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する 改正後部分が 存在するときは、当該改正

部分を当該 改正後部分に改める 。 

 (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分 を削る。  

 (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後 部分を加える。  
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改正 後  改正前  

別表（ 第９条関 係）  

(1) 次の 表の 使用 目的の 欄に 掲げ る目的で 同 表の 施 設の 欄に 掲げる 施設を 使 用す る 場合  

使用目 的 施 設  宿泊を伴 う使 用  宿泊 を伴 わない 使用  

利用 料金 （１ 人１泊

につ き）  

利 用料金（ １ 人１ 回

に つき）  

学 校が教育 のた め

に 、又は児 童福 祉施

設 等が事業 のた めに

使 用する場 合  

宿泊 棟  1 50円  

 

 

75円  

 

 

テン ト施 設

（10平方メー

トル 未満 の区

画）  

90円  

   

 

 

備 考  

１ この 表に おい て 「学 校」 とは、学 校教育法 （昭 和22年法 律第 26号）第 １条 に規

定する 学校 （大 学を 除 く。 ）をい う。  

 

２  この 表に おいて 「児 童福 祉施設等 」 とは 、児童 福祉 法（昭 和 22年 法律第 164号）

第７条 に規 定する 児童 福祉 施 設及 び これに準 ずる もの として市 長が 定めるも のを

いう。  

３ この 表に おい て 「宿 泊を 伴う使用 」 とは 、 到着 日の 午後 ２時 30分から 出発 日の

午後２ 時ま での 間に お いて 施設を使 用する ことを いう 。  

  

別 表（ 第７条 関係 ）  

(1)  宿泊棟、キ ャビン 施設 及びテ ント施 設の使用料  

 

 

備 考  

１  この表 において 「幼 児」 とは３歳 以上の者 で小 学校 就学 前 のもの を、「一 般

の者」 とは小学校 就学 前の者 、小学 生、中学 生、 高校 生、高 等専門学 校の学 生

及び特 別支援学校 の生 徒以外 の者を いう。  

 

 

 

２  この表 において 「宿 泊」 とは、午 後 ２時 30分か ら翌 日の午 後２時 までの間 に

おいて 施設を使用 する ことを いう。  

使 用者  施設  宿泊 を伴 う使 用 宿泊を 伴わな い

使用  

使用 料（ １ 人１

泊に つき）  

延長 使用に 係る

使用 料（１ 人１

日に つき）  

使用料 （１人 １

回につ き）  

幼児 、小学 生、

中学 生、高 校

生、 高等専 門学

校の 学生及 び特

別支 援学校 の生

徒 

宿泊 棟  30 0円  60円  150円  

キャ ビン施 設  24 0円  

テン ト施設  18 0円  

一般 の者 宿泊 棟  90 0円  120円  3 00円  

キャ ビン施 設  72 0円  

テン ト施設  36 0円  
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４  ［略 ］  

５ 前２ 項に 規定す る時 間を 超えて 施設 を使用 した 場合 は、宿 泊を伴 わ ない 使用に

係る利 用料 金の 範囲 内 で延 長利用料 を徴収 するこ とが できる 。  

６  学校 又は 児童福 祉施 設 等が神 戸市外 に 所在 する も のであ る とき は、 利用料金の

上限額は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額と する。 

(2) (1)に 該当し な い場 合 

施設  宿泊 を伴う 使用  

利用 料金 （１ 泊に つき ）  

宿 泊棟  使用 者 １人に つき 7,50 0円  

 

キ ャビ ン施 設  使用 者 １人 に つき 7,50 0円  

ただ し 、４人 未満 での 使用の 場合は、 １棟 30,000円  

テ ント 施設  使用 者の 数に 1,00 0円を 乗じ た額 に、 １区 画に つき

8,000円 を加 えた 額  

備考 

１ この表において「宿泊を伴う使用」とは、宿泊棟及びキャビン施設においては 到着

日 の午後３ 時か ら出 発日の 午前10時までの間にお いて施設を使用すること、テ ント

施設においては到着 日の 午後２時から出 発日 の正午までの間において施設を使用す

ることをいう。  

２ 前項に規定する時間を超えて施設を使用した 場合 は、１日につき、この表に掲げる

額の範囲内で延長利用料を徴収することができ る。  

３ 宿泊を伴わない使用をさせる場合は、１日につき、この表に掲げる額の範囲内 で利

用料金を徴収することができる。 

４ この表及び前２項の規定にかかわらず、繁忙日（日曜日、土曜日、国民の祝日に関

する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日そ の他の使用が多いと見込まれる

３  この表 において 「延 長使用 」とは 、宿泊に 係る 使用 者が 到 着日 の午 前９時 か

ら午後 ２時 30分ま で及 び出 発日の午 後２時か ら午 後４ 時ま で の間にお いて施 設

を使用 することを いう 。 

４  ［略］  

５  宿泊を 伴わない 使用 及び延 長使用 の場合に あっ ては 、す べ ての 施設 を使用 す

ること ができる。  

６  第４条 第１項の 許可 の申請 をした 者が神戸 市の 区域 外に 住 所を 有す るとき の

使用料 の額は、こ の表 に規定 する額 の２倍に 相当 する 額とす る。  

(2) 附属設備の 使用料  

使 用者 使 用料 （１ 人１時 間につき ）  

カヌー  アーチ ェリー  

幼児、小学 生、中 学生、 高校 生、

高等専門学 校の学 生及び 特別 支援

学校の生徒  

100円  100円  

一般の者 300円  300円  

  備 考 こ の表 に おいて 「幼 児」 とは３歳 以上の者 で小 学校 就学前 の ものを 、「一 般

の者」とは 小学校就 学前 の者、 小学生 、中学生 、高 校生 、高 等 専門 学校 の学生 及

び特別支援 学校の生 徒以 外の者 をいう 。  

（　57　）
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時期であって指定管理者が市長の承認を得て定 める 日をいう。以下同じ。）の利 用料

金の上限額は、この表に掲げる額に２を乗じて 得た 額とする。 

５ 前項に規定する繁忙日は、宿泊を伴う使用及び宿泊を伴わない使用で、それぞれ一

の年度（４月１ 日か ら翌 年の ３月31日までの期間 をい う。）につき 120日を上限 とす

る。 

（　58　）
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附 則  

（施行期日）  

１  この条例は、公布の日から起算して １年を超 えない範囲内において規則で定

める日から施行する。ただし、次項の規 定は、公布の日から 施行する。  

（準備行為）  

２  この条例による改正後の神戸市立自然の家条例（ 以下「新条 例」という。）

の規定を施行 するために必要な使用の許 可、利用料金の収受その他必要な行為

は、この条例の施行前においても、新条例の例によりするこ とができる 。  

 

理     由  

 神戸市立 自然の家において利用料金制を 採用する 等に当たり、条例を改正する

必要がある ため。  

（　59　）
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自然の家のリニューアルに伴う、一般利用客向け利用料金の新設について 

 
六甲・摩耶の恵まれた自然環境のなかで野外活動を体験できる自然の家の各施設につ

いて、改修や新増設を行い、2024 年度（令和６年度）にリニューアルオープンします。 
リニューアル後は、神⼾市内の学校の利⽤を引き続き最優先で受け⼊れるとともに、

家族等での野外活動・アウトドア体験の需要の高まりに積極的に応えるため、従来の学
校・団体利⽤に加えて、家族単位等の一般利⽤客も新たに受け⼊れることとします。 

一般利⽤客向けの利⽤料金は、条例で定める上限の範囲において、市場の需給に対応
可能なものとすることで、指定管理者の創意工夫による魅力向上を引き出すとともに、
事業者のノウハウを活かした効率的で、持続可能な施設運営をめざします。 
 
１．宿泊棟（摩耶施設）の機能強化 

 学校・団体の野外活動・集団活動の宿泊拠点として、また、学校利⽤が少ない曜日や
季節を中心に家族単位やバックパッカーなどさまざま一般利⽤客を新たに受け⼊れる
施設として、安心かつ快適な滞在を提供できるよう改修を行います。 
（主なリニューアル内容） 

・定員を 162 人→222 人に拡大 
・多目的トイレ・ユニバーサルシャワーブー

ス、わかりやすい案内サインなど、ユニバー
サルデザインに配慮した改修 

・内装の美装化 
・利⽤料金（上限）は 7,500 円／人 
 （繁忙日は２倍を上限） 
・ドミトリー形式（相部屋）での割安な提供も行う 
・学校等の利⽤料金は現行どおり 

 
 
２．キャビン施設のリノベーション（仮称「そうぞうのすみか」） 

 老朽化が顕著で、利⽤が極めて少なくなっているキャビン施設を、六甲・摩耶の豊か
な自然のなかで「創造」と「想像」を育むというコンセプトのもと、指定管理者の投資
を得て、仮称「そうぞうのすみか」としてリノベーションします。 
（主なリニューアル内容） 

・各キャビン内の水回り（トイレ・洗面台・シャワーブース）を改修するとともに、
エアコンを新たに配置 

・絵本作家等のアーティストのデザインを採り⼊れ、内外装を全面改修 

宿泊室（少人数向け）の内装イメージ 

2 0 2 3 年 ９ 月 
文 化 ス ポ ー ツ 局 

参考資料
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・各種の設備・備品を備え付け、初心者でもアウトドアを体験しやすい環境を整備 
・利⽤料金（上限）は 7,500 円／人。ただし４人未満で利⽤の場合は 30,000 円／棟。 

（繁忙日は２倍を上限） 
 
 

３．テント施設の改修・増設 

 キャンプに対するさまざまな需要に応えるため、オートサイトなど多様な区画を新設
するとともに、共⽤施設（トイレ・シャワー等）を改修し、初心者からリピーターまで、
幅広い利⽤者に野外活動体験を提供します。 
（主なリニューアル内容） 

・既存の区画（約 10 ㎡）に加え、ファミリー向けのサイズの区画（40〜70 ㎡）や、
電源設備・駐⾞スペースを備えた区画（仮称「もりのオートサイト」。80〜120 ㎡）
などを新設。全 57 区画 

・共⽤施設であるテントロッジ（トイレ・シャワー等）を改修 
・利⽤料金（上限）は１区画 8,000 円＋1,000 円／人（繁忙日は２倍を上限）。 

区画ごとに、大きさや機能に応じた利⽤料金を設定 
・学校等の既存の区画の利⽤料金は現行どおり 
 

 

４．穂高湖周辺の機能の充実 

 より多くの方に六甲・摩耶の魅力を満喫してもらうため、日帰り客も含めた立ち寄り
機能を充実させるとともに、穂高湖を活かした昼も夜も楽しめるプログラムを展開しま
す。 
（主なリニューアル内容） 

・登山客なども気軽に利⽤できる休憩所・カフェ（仮称「みずうみテラス」）の新設 
・桟橋を拡張し、湖畔の散策機能を拡充 

 仮称「みずうみテラス」 湖畔・桟橋の夜間イメージ 
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